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第１章  総則  

（目的）  

第１条  この告示は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年

法律第１３７号。以下「法」という。）その他産業廃棄物の処理に関

する法令に定めるもののほか、産業廃棄物の処理に関し必要な事項を

定めることにより、産業廃棄物の適正な処理を推進し、もって生活環

境の保全及び公衆衛生の向上を図ることを目的とする。  

（定義）  

第２条  この告示における用語の意義は、次項に定めるもののほか、法

の例による。  

２  この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該

各号に定めるところによる。  

(1) 排出事業者  自らの事業活動に伴い産業廃棄物を排出する者を

いう。  

(2) 排出事業場  事業活動に伴い産業廃棄物を排出する事業場をい

う。  

(3) 処理業者  法第１４条第１項若しくは第６項又は法第１４条の

４第１項若しくは第６項の規定による市長の許可を受けて、市内に

おいて産業廃棄物の収集若しくは運搬又は処分を業として行ってい



る者（これらを業として行おうとする者を含む。）をいう。  

(4) 県外産業廃棄物  富山県の区域外の排出事業場から生ずる産業

廃棄物をいう。  

(5) 県外排出事業者  県外産業廃棄物を排出する排出事業者（法第１

２条第５項に規定する中間処理産業廃棄物を排出する場合にあって

は、同項に規定する中間処理業者）をいう。  

(6) 搬入  県外産業廃棄物を市内において処分するため、自ら又は処

理業者に委託して、市内に運搬することをいう。  

（事業者等の責務）  

第３条  排出事業者及び処理業者（以下「事業者等」と総称する。）は、

市内において産業廃棄物処理施設を設置し、又は産業廃棄物を処理し

ようとする場合は、法、廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令（昭

和４６年政令第３００号。以下「政令」という。）、廃棄物の処理及

び清掃に関する法律施行規則（昭和４６年厚生省令第３５号）その他

の関係法令を遵守するほか、この要綱に規定する手続等を誠実に行わ

なければならない。  

２  事業者等は、産業廃棄物の処理に当たっては、法第５条の５第１項

の規定により富山県が定める廃棄物処理計画に適合するよう努めるも

のとする。  

（市長の責務）  

第４条  市長は、産業廃棄物の適正な処理を推進し、生活環境の保全を

図るため、この要綱に基づき事業者等に対し、適切な指導及び助言を

行うものとする。  

第２章  処理施設の設置等に係る事前協議  

（生活環境影響調査内容の事前協議）  

第５条  事業者等は、政令第７条の２で定める産業廃棄物処理施設（以

下「処理施設」という。）に係る法第１５条第３項（法第１５条の２

の６第２項において準用する場合を含む。）に規定する書類（以下「生



活環境影響調査書」という。）を作成したときは、法第１５条第１項

の規定に基づく処理施設の設置の許可の申請又は法第１５条の２の６

第１項の規定に基づく処理施設の変更の許可の申請を行う前に、あら

かじめ、市長に提出し、その内容について協議しなければならない。  

（住民への説明）  

第６条  事業者等は、前条の規定により生活環境影響調査書を提出した

後、速やかに処理施設の設置又は変更に関し生活環境の保全上関係が

ある地域の住民（以下「関係地域住民」という。）に対し、生活環境

影響調査書の内容の説明会（以下単に「説明会」という。）を当該処

理施設の設置又は変更に関し生活環境の保全上関係がある地域（以下

「関係地域」という。）内において、開催するものとする。この場合

において、関係地域内に説明会を開催する適当な場所がないときは、

関係地域以外の地域において開催することができる。  

２  事業者等は、説明会を開催するときは、あらかじめ、市長の意見を

聴いて、その開催予定の日時及び場所を定め、市長に報告するととも

に、説明会を開催する旨及び次に掲げる事項を説明会の開催予定の日

の１週間前までに、別に定めるところにより、周知するものとする。  

(1) 事業者等の氏名及び住所（法人にあっては、名称、代表者の氏名

及び主たる事務所の所在地）  

(2) 処理施設の設置場所  

(3) 処理施設の種類及び処理能力  

(4) 説明会の日時及び場所  

(5) 法第１５条第６項（法第１５条の２の６第２項において準用する

場合を含む。）の規定により、市長に生活環境の保全上の見地から

の意見書を提出できる旨  

３  事業者等は、その責めに帰することのできない理由で前項の規定に

より周知した説明会を開催することができない場合には、当該説明会

を開催することを要しない。この場合において、事業者等は、生活環



境影響調査書の内容について、その概要を記載した書類の提供その他

の方法により、周知に努めるものとする。  

４  事業者等は、説明会を開催したときは、速やかにその結果を市長に

報告しなければならない。  

（生活環境影響調査書の審査等）  

第７条  市長は、第５条の規定により生活環境影響調査書の提出を受け

たときは、内容について審査し、その結果を書面で事業者等に通知す

るものとする。この場合において、市長は、事業者等に対し、生活環

境影響調査書の内容について必要な措置を講ずるよう、指導又は助言

を行うことができる。  

２  事業者等は、前項の指導又は助言を受けたときは、必要な措置を講

ずるとともに、その旨を市長に報告しなければならない。  

３  事業者等は、前２条及び前２項の手続を経た後、法第１５条第１項

又は法第１５条の２の６第１項の規定に基づく許可の申請を市長に行

うものとする。  

（生活環境の保全に関する協定の締結）  

第８条  事業者等は、関係地域住民を代表する者から、生活環境の保全

に関する協定の締結を求められたときは、これに応ずるものとする。  

２  事業者等は、前項の協定を締結したときは、速やかに市長に報告し

なければならない。  

（生活環境影響調査書の再作成）  

第９条  事業者等は、第７条第１項の規定による通知を受けた日から法

第１５条第１項又は法第１５条の２の６第１項の規定に基づく許可の

申請を行う間に、処理施設を設置し、又は変更しようとする場所の周

辺地域の生活環境の状況等に著しい変化があった場合には、あらため

て生活環境影響調査書を作成しなければならない。  

２  第５条から第７条までの規定は、前項の場合において準用する。  

（適用除外）  



第１０条  処理施設の設置又は変更が環境影響評価法（平成９年法律第

８１号）第２条第４項に規定する対象事業又は富山県環境影響評価条

例（平成１１年富山県条例第３８号）第２条第２項に規定する対象事

業に該当し、同法又は同条例に基づく環境影響評価その他の手続が行

われるときは、第５条から第７条まで及び前条の規定は、適用しない。  

（産業廃棄物処理施設審査会）  

第１１条  審査会（富山市附属機関設置条例（平成２７年富山市条例第

１号）に規定する富山市産業廃棄物処理施設審査会をいう。以下同じ。）

の委員は、廃棄物の処理並びに大気汚染、水質汚濁、騒音、振動及び

悪臭に関し学識経験のある者のうちから、市長が委嘱する。  

２  委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、前任者の残任期間

とする。  

第１２条  審査会に会長を置き、委員の互選によりこれを定める。  

２  会長は、会務を総理し、審査会を代表する。  

３  会長に事故があるとき、又は欠けたときは、会長があらかじめ指名

する委員がその職務を代理する。  

第１３条  審査会は、会長が招集し、その会議の議長となる。  

２  審査会は、委員の過半数が出席しなければ会議を開くことができな

い。  

３  審査会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、

議長の決するところによる。  

第１４条  前３条までに定めるもののほか、審査会の運営に関し必要な

事項は、会長が審査会に諮って定める。  

第３章  県外産業廃棄物の搬入に係る事前協議  

（県外産業廃棄物搬入の事前協議）  

第１５条  県外排出事業者は、産業廃棄物を搬入しようとするときは、

排出事業場ごとに、あらかじめ、市長に協議しなければならない。た

だし、次に掲げる場合にあっては、この限りでない。  



(1) 処分（埋立処分及び海洋投入処分を除く。次号において同じ。）

又は再生をするために産業廃棄物（特別管理産業廃棄物を除く。以

下この号において同じ。）を搬入する場合であって、搬入しようと

する処分場（以下「搬入先」という。）ごとの搬入計画量（搬入し

ようとする産業廃棄物の年度ごとの計画量をいう。）が１００トン

未満であるとき。  

(2) 前号の規定にかかわらず、処分又は再生をするために低濃度ポリ

塩化ビフェニル廃棄物（無害化処理に係る特例の対象となる一般廃

棄物及び産業廃棄物（平成１８年環境省告示第９８号）第２項第１

号から第３号までに掲げる産業廃棄物をいう。）を搬入する場合  

(3) 前２号に掲げるもののほか、政令第６条の１１第２号又は第６条

の１４第２号に規定する産業廃棄物処分業の実施に関し優れた能力

及び実績を有する者の基準に適合する旨の認定を受けた産業廃棄物

処分業者の処分場に処分又は再生をするために産業廃棄物を搬入す

る場合であって、搬入先ごとの搬入計画量（搬入しようとする産業

廃棄物の年度ごとの計画量をいう。）が１００トン未満であるとき。  

２  前項の規定による協議は、年度ごとに行うものとする。  

３  県外排出事業者は、第１項の規定による協議をしようとするときは、

次に掲げる事項を記載した県外産業廃棄物搬入協議書（以下「搬入協

議書」という。）を市長に提出しなければならない。  

(1) 県外排出事業者の氏名及び住所（法人にあっては、名称、代表者

の氏名及び主たる事務所の所在地）  

(2) 排出事業場の名称及び所在地並びに県外産業廃棄物の管理責任

者の氏名  

(3) 搬入しようとする産業廃棄物の種類、性状及び量並びに同種の産

業廃棄物の従前の処理方法  

(4) 搬入しようとする理由及び期間  

(5) 搬入先の名称及び所在地  



(6) 搬入先における産業廃棄物の処理方法  

(7) 運搬又は処分を処理業者に委託する場合にあっては、その受託者

の氏名及び住所（法人にあっては、名称及び主たる事務所の所在地） 

(8) 積替え又は保管の施設を経由する場合にあっては、積替え又は保

管の方法及び施設の場所  

(9) 産業廃棄物管理票の管理責任者の氏名  

４  搬入協議書には、次に掲げる書類及び図面を添えるものとする。  

(1) 排出事業場の業務の概要を記載した書類  

(2) 排出事業場の前年度の産業廃棄物の発生量が１，０００トン以上

（特別管理産業廃棄物にあっては、５０トン以上）である場合は、

搬入量の減量化の計画を記載した書類  

(3) その他必要と認められる書類及び図面  

（搬入協議書の審査）  

第１６条  市長は、搬入協議書の提出があったときは、次に掲げる事項

について審査するものとする。  

(1) 県外排出事業者が自ら搬入する場合にあっては、法第１２条第１

項又は第１２条の２第１項の基準に適合していること。  

(2) 県外排出事業者が運搬又は処分を処理業者に委託する場合にあ

っては、法第１２条第６項又は第１２条の２第６項の基準に適合し

ていること。  

(3) 搬入しようとする産業廃棄物の種類、性状及び量が、搬入先の施

設の処理能力及び処理実績に照らして適当であること。  

(4) 積替え又は保管の施設を経由する場合にあっては、当該施設にお

いて、協議に係る産業廃棄物以外の物が混入するおそれがないこと。 

(5) 前各号に掲げるもののほか、生活環境の保全上支障となるおそれ

がないこと。  

（搬入の承認通知等）  

第１７条  市長は、前条の規定による審査の結果、同条各号に掲げる事



項の全てを満たしていると認めるときは、県外産業廃棄物搬入承認通

知書（以下「搬入承認通知書」という。）により、その旨を県外排出

事業者に通知するものとする。  

２  県外排出事業者は、第１５条第１項ただし書に規定する場合を除き、

前項の通知を受けた後でなければ、産業廃棄物の搬入を行ってはなら

ない。  

（搬入承認された内容の変更等）  

第１８条  前条第１項の通知を受けた県外排出事業者（以下「承認事業

者」という。）は、第１５条第３項第３号又は第５号から第８号まで

のいずれかに掲げる事項を変更しようとするときは、あらかじめ、市

長に協議しなければならない。ただし、同項第３号に掲げる事項を変

更する場合で産業廃棄物の種類ごとの量の１０パーセント以上の増加

を伴わないときは、この限りでない。  

２  第１５条から前条までの規定は、前項本文の規定による協議につい

て準用する。  

３  承認事業者は、第１項ただし書の規定により協議を行わない場合は

又は第１５条第３項第１号、第２号若しくは第９号に掲げる事項を変

更した場合は、変更の内容を速やかに市長に届け出なければならない。 

（承認事業者の適正処理等）  

第１９条  承認事業者は、県外産業廃棄物の運搬又は処分を処理業者に

委託するときは、搬入承認通知書の写しを当該処理業者に提出しなけ

ればならない。  

２  承認事業者は、県外産業廃棄物の運搬又は処分を処理業者に委託し

たときは、搬入の都度、産業廃棄物管理票を使用し、運搬又は処分が

適正に行われたことを確認しなければならない。  

３  承認事業者は、毎年６月３０日までに、その年の３月３１日以前の

１年間の当該排出事業場における搬入した産業廃棄物の種類ごとの量

を市長に報告しなければならない。  



（処分計画書の提出）  

第２０条  県外産業廃棄物を処分しようとする処理業者（次条において

「処分業者」という。）は、毎年２月２８日までに、その翌年度に処

分しようとする県外産業廃棄物の種類ごとの量その他市長が定める事

項を記載した県外産業廃棄物処分計画書を市長に提出するものとする。 

２  前項の規定は、県外産業廃棄物処分計画書を変更しようとする場合

について準用する。この場合において、同項中「毎年２月２８日まで

に」とあるのは「あらかじめ」と、「その翌年度」とあるのは「当該

年度」と読み替えるものとする。  

（処理業者の適正処理等）  

第２１条  処理業者は、第１５条第１項ただし書に規定する場合を除き、

承認事業者から搬入承認通知書の写しの提出を受けた後でなければ、

県外産業廃棄物を運搬し、又は処分してはならない。  

２  処分業者は、毎年６月３０日までに、その年の３月３１日以前の１

年間の処分した県外産業廃棄物の種類ごとの量を市長に報告しなけれ

ばならない。  

３  処分業者は、第１５条第１項ただし書の規定により協議を行わない

で搬入される同項第２号の県外産業廃棄物を受け入れたときは、その

受け入れた日の属する月の翌月以後、毎月末日までに、当該県外産業

廃棄物の保管及び処分の状況等を市長に報告しなければならない。  

４  処分業者は、第１５条第１項ただし書の規定により協議を行わない

で搬入される同項第３号の県外産業廃棄物を受け入れたときは、その

受け入れた日の属する月の翌月以後、毎月末日までに、処分をした当

該県外産業廃棄物の種類ごとの量を市長に報告しなければならない。  

第４章  雑則  

（勧告及び公表）  

第２２条  市長は、次の各号のいずれかに該当する者に対し、必要な措

置を講ずるよう勧告することができる。  



(1) 第５条の生活環境影響調査内容の事前協議を行わないで処理施

設の設置の許可の申請又は変更の許可の申請をしようとした者  

(2) 第７条第１項の必要な措置を講じなかった者  

(3) 第１５条第１項又は第１８条第１項の協議を行わないで産業廃

棄物を搬入した者  

(4) 第１７条第１項の通知を受けないで産業廃棄物を搬入した者  

(5) 偽り又は不正の手段により第１７条第１項の通知を受けた者  

２  市長は、前項の規定による勧告を受けた者が当該勧告に従わない場

合において、公益を確保するため必要があるときは、その旨及びその

勧告の内容を公表することができる。  

（細則）  

第２３条  この告示の施行に関し必要な事項は、別に定める。  

附  則  

（施行期日）  

１  この告示は、平成１７年４月１日から施行する。  

（経過措置）  

２  この告示の施行の日の前日までに、合併前の富山市産業廃棄物適正

処理指導要綱（平成８年富山市告示第９９号）又は富山県産業廃棄物

適正処理指導要綱（平成７年富山県告示第６６号）の規定に基づきな

された処分、手続その他の行為で、この告示の施行の日以後において

市長が管理し、及び執行することとなる事務に係るものは、それぞれ

この告示の相当規定によりなされたものとみなす。  

附  則（平成１８年２月２８日富山市告示第７８号）  

この告示は、平成１８年３月１日から施行する。  

附  則（平成２３年３月３１日富山市告示第１５９号）  

この告示は、平成２３年４月１日から施行する。  

附  則（平成２８年２月３日富山市告示第３５号）  

この告示は、平成２８年４月１日から施行する。  



附  則（平成３１年２月２５日富山市告示第５８号）  

この告示は、平成３１年４月１日から施行する。  

 


